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１ 趣旨 

本要項は、「明石市民間提案制度（以下「本制度」という。）」の実施にあたり基本

的な事項を定めた「明石市民間提案制度運用指針」に基づき、本市が提案を求めるテ

ーマや募集方法、募集期間等、事業者募集にかかる必要な事項を定めるものです。 

 

２ 制度の概要 

本制度は、本市が設定した公共サービスや公の財産（以下「公共サービス等」とい

います。）に関連するテーマや民間事業者が本市の社会課題・地域課題と考えるテー

マについて、民間事業者にアイデアやノウハウを活かした効果的な提案を求め、市民

サービスの向上や地域経済の活性化など、本市の自治体経営に資する提案を審査・選

定し、提案者との協議を重ねながら事業化を図るものです。 

提案にあたっては原則、新たな市の財政負担が生じないことを前提とします。 

また、民間事業者の提案内容は知的財産として捉え、その情報を保護するととも

に、本市との協議を経て事業化が決定した場合は、提案者を契約等の相手方として選

定します（特命随意契約）。 

ただし、民間事業者との協議が成立した場合であっても、市議会で議決又は承認さ

れない等の事由により事業が実施できなくなった場合は、提案の事業化はされません

のでご注意ください。 

 
 

３ 事業化までの手続き 

本制度における事業化までの手続きは、「⑴募集要項の公表」「⑵事前面談の実施」

「⑶提案書類の提出」「⑷審査及び交渉権者の選定」「⑸協定締結・詳細協議」「⑹契

約締結」「⑺事業の実施」の流れとなり、それぞれの主な内容は以下のとおりです。 

 

⑴ 募集要項の公表 

募集要項を本市ホームページにおいて公表します。 
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⑵ 事前面談の実施 

本市と民間事業者とが対話を通じて相互理解を深め、事業化によって達成しようと

する目標を共有するため、本市への提案を検討されている民間事業者は、募集要項を

確認のうえ、本市と必ず事前面談を行ってください（事業提案のみ）。 

また、提案内容の検討に当たり、施設等の現地見学を希望する場合はお知らせくだ

さい（事前面談前の希望も可）。 

現地見学の詳細は施設所管課と日程調整等のうえで決定しますが、利用者や施設管

理者の支障にならない範囲で行います。 

 

⑶ 提案書類の提出 

事前面談の結果を踏まえ、本市に提案書類等を提出します。 

 

⑷ 審査及び交渉権者の選定  

① 資格審査 

提出書類に基づき、本市が提案者の資格要件等を確認し、要件等を満たす提案を

有効な提案として選定します。 

 ② 提案審査 

原則、提案者によるプレゼンテーションを実施し、「明石市民間提案制度審査委

員会」（以下「審査委員会」という。）において提案内容を審査します。 

      審査の結果、本市の自治体経営に資すると期待できる提案を協議対象提案とし、

提案した事業者を交渉権者として選定します。 

 

⑸ 協定締結・詳細協議  

本市と交渉権者は、協議対象提案の事業化に向けた諸条件等について詳細な協議を

行うに当たり、双方の義務等を定める協定を締結します。 

 

⑹ 契約締結 

協定に基づく詳細協議の結果、協議が成立（双方合意）した場合は、本市と交渉権

者で特命随意契約を速やかに締結します。 

ただし、市議会の議決が必要な事業については、市議会の議決後に契約を締結しま

す。 

 

⑺ 事業の実施 

交渉権者は、契約内容に基づき、事業者として提案事業を実施します。 
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[実施フロー] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ スケジュール 

募集要項の公表から事業の実施までは次の日程で行います。 

各項目における期間についてご確認の上、手続き等を進めてください。 

№  項目  期日等  

１ 募集要項の公表 令和７年５月９日（金）  

２ 
事前面談、現地見学の受付 

質問書の受付 
令和７年５月９日（金）～６月３０日（月） 

３ 
事前面談、現地見学の実施 

質問書の回答 
令和７年５月９日（金）～７月１６日（水） 

４  提案書類の受付  令和７年７月１７日（木）～７月２７日（日） 

５  資格審査  令和７年７月２８日（月）～８月４日（月） 

６  提案審査 （プレゼン等） 令和７年８月下旬（予定） 

７  提案審査結果の通知・公表  令和７年９月下旬（予定） 

８ 協定締結 審査結果の通知後 

９ 契約締結 

詳細協議による双方合意後、速やかに締結 

※議会の議決等を要する場合はこの限りではあ

りません。 

10 事業の実施 契約締結後 
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５ 提案募集するテーマ 

令和７年度に本市が提案募集するテーマは「脱炭素・ごみの減量」「生物多様性を

守り育てる取組」「移動に関する課題の解消」「少年自然の家の跡地活用」「居場所に

関する課題の解消」の５つです。 

また、本市の新たな歳入確保や公共施設等のさらなる魅力向上に向けた取組とし

て、本市が指定する公共施設等の命名権（以下「ネーミングライツ」という。）の提

案を募ります。 

なお、提案にあたっては、「８ 提案内容等」も必ずご確認をお願いします。 

※令和７年度は、下記のテーマ以外の提案は募集しませんのでご注意ください。 

  

 【事業提案】 

№  テーマ  内容 

１ 脱炭素・ごみ減量 

本市では「気候非常事態宣言」に基づき、脱炭素社会

の実現「ゼロ・カーボンあかし」に向けて、脱炭素化

設備の導入支援など、家庭及び事業所向けの取組を推

進しています。 

また、循環型社会の実現のため、ゼロ・ウェイストあ

かしを合言葉に、再生資源のリサイクルなど、ごみ減

量の取組を推進しています。 

そこで、これらの取組を官民連携でさらに推進するた

め、提案を募集します。 

２ 
生物多様性を守り育てる

取組 

ネイチャーポジティブの実現を図るため、例えば、貴重

な里山環境が残る大久保北部を活かして自然環境を守っ

ていく機運を醸成する取組など、生物多様性の保全・育

成につながり、豊かな自然環境を次世代につなぐための

提案を募集します。 

３ 移動に関する課題の解消 

市が毎月開催してきたタウンミーティングを通して市

民から挙げられた声である「移動」について提案を募

集します。 

例えば、市内３地区（高丘、林、松が丘）は高齢化率

が高い、坂が多く高低差がある、最寄りの鉄道駅やバ

ス停にアクセス困難な地域が局所的に存在するといっ

た特徴から、外出や買物への移動支援を求める意見が

多い状況です。 

このため、例示した３地区を念頭においた提案を期待

しますが、それ以外の地区にも適用できる提案も可能

とします。 

※３地区の特徴については、別紙「高丘・林・松が丘

地区の移動に関する課題について」をご覧くださ

い。 

４ 少年自然の家の跡地活用 

本市のスポーツ・レクリエーション施設である「少年

自然の家」について、施設機能自体は廃止の方針であ

り、廃止後の跡地活用について提案を募集します。 

活用にあたっては、周囲が住宅地という現地の状況を
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踏まえて地元の理解が得られる提案であれば、特に機

能・用途は問いませんが、老朽化している他の市有施

設の機能を兼ね合わせた複合施設の整備など、市民サ

ービスの向上に資する提案を優先的に求めます。 

５ 
居場所に関する課題の 

解消 

タウンミーティングを通して挙げられた声である「居

場所」について提案を募集します。 

タウンミーティングでは、安心して立ち寄れる場所、

地域のつながりを育む場所、多世代や子育て世帯同士

の交流の場所、学校以外での学生・若者の学習の場所

など、「居場所」を求める意見が挙げられています。 

それら意見に対して、提案者自身が実施できる提案を

求めることとします。 

 

※このテーマについては、他のテーマと同様に、要件

である「原則として、本市に新たな財政負担が生じな

い」「新たなノウハウやアイデアによる独創性」を満

たす提案を求めますが、提案内容によっては、当制度

以外の市の制度や既存事業との連携により事業化を検

討させていただく場合があります。 

 

【ネーミングライツ】 

ネーミングライツについては、本市として初の取組事例であることから、民間提案

制度のポイントの一つである独創性のある取組と捉え、令和７年度は６施設のネーミ

ングライツにかかる提案を募集します。 

№  施設  施設概要 

１ 明石中央体育会館 

・市民のやすらぎと健康の増進を図り、身近にスポー

ツを親しみ、楽しむことができるスポーツ活動の拠

点として、大小２つの競技場や会議室等の施設を備

えた体育会館で、石ケ谷公園内に設置されており、

スポーツ教室やスポーツイベントも開催していま

す。 

・2023年度の利用者数は、91,272人です。 

・指定管理者導入施設です。 

２ 明石海浜公園 

・海に囲まれた緑の多い総合公園で、プールをはじめ

テニスコート、自由広場などスポーツ活動の拠点と

なっています。 

・2023年度の利用者数は、115,470人です。 

・指定管理者導入施設です。 

３ 大蔵朝霧陸橋 
明石市大蔵八幡町 

橋長：258.00m 供用年：1999年 

橋梁下状況：国道2号 

４ 明石錦江歩道橋 
明石市大明石町１丁目 

橋長：28.30m 供用年：2016年 
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橋梁下状況：国道2号 

５ くれない橋 

明石市松が丘４丁目 

橋長：54.60m 供用年：1966年 

橋梁下状況：市道朝霧143号 

６ 高丘中央歩道橋 
明石市大久保町高丘５丁目 

橋長：157.06m 供用年：1975年 

橋梁下状況：市道大久保149号 

  

６ 提案方法 

⑴ 提出書類 

民間事業者は、次の書類を提出してください。 

№. 名称 部数 備考 

１ 
提案書（様式第１号の１） 

※事業提案用 
１部  

内容を補足する資料や、任意

の別添資料をあわせて提出可 

２ 
提案書（様式第１号の２） 

※ネーミングライツ提案用 
１部  

内容を補足する資料や、任意

の別添資料をあわせて提出可 

３ グループ企業等報告書（様式第２号） １部  グループ応募の場合のみ提出 

４ 誓約書（様式第３号） １部  

５ 

国税の滞納がないことを証する納税証

明書（税額の証明ではありません。） 

・ 個人の場合・・・その３の２ 

（申告所得税と消費税及び地方消費税

に未納の税額がないこと。） 

・ 法人の場合・・・その３の３ 

（法人税と消費税及び地方消費税に未

納の税額がないこと。） 

 

※発行日が公告日以降の日付のもの、

写しも可。 

１部 

グループ応募の場合、すべて

の構成員分を提出要 

６ 

決算書類（貸借対照表、損益計算書

等、直近１年間の決算状況が分かるも

の） 

１部  

※必要に応じ、追加書類の提出を求める場合があります。 
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⑵ 提出方法 

  書類の提出については、郵送だけでなく、持参又はデータ提出も可とします。 

 

⑶ 提出期間 

  令和７年７月１７日（木）～２７日（日） 

 

⑷ 事前面談及び現地見学 

 ① 事前面談（必須）（事業提案のみ） 

事業提案を検討されている民間事業者は、募集要項を確認のうえ、本市と必ず事

前面談を行ってください。 

事前面談の申込は、電子申請 https://logoform.jp/form/eHmi/1016972 または事

前面談申込書（様式第４号）のメール提出のいずれかの方法でお願いします。 

 ② 現地見学（任意） 

提案内容の検討に当たり、施設等の現地見学を希望する場合はお知らせくださ

い。 

現地見学の申込を行う際は、現地見学申込書（様式第５号）をメールで提出し

てください。 

なお、現地見学の詳細については、施設所管課と日程調整等のうえで決定しま

すが、利用者や施設管理者の支障にならない範囲で行うこととします。 

 ③ 事前面談及び現地見学の受付期間 

令和７年５月９日（金）から６月３０日（月）まで 

 ④ 事前面談及び現地見学の実施期間 

令和７年５月９日（金）から７月１６日（水）まで 

 

⑸ 質問書の提出 

本要項の記載内容に関することや提案内容を検討するうえで質問がある場合は、

質問書（様式第６号）をメールで提出してください。 

 ① 質問書の受付期間 

令和７年５月９日（金）から６月３０日（月）まで 

 ② 質問書の回答期間 

令和７年５月９日（金）から７月１６日（水）まで 

 ③ 回答方法 

質問書への回答は、随時市ホームページにて公開します。 

当該回答は、本要項と一体のものとして同等の効力を持つものとして取り扱い

ます。 

ただし、提案内容に関する個別具体的な質問で、質問者のみに回答すべきと本

市が判断したものについては、質問者に個別で回答します。 

 

⑹ 留意事項 

 ① 費用負担 

   提案に関する書類作成及び提出に係る費用は、全て民間事業者の負担とします。 

    ② 図面等の借用 
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   提案内容の検討に当たり、本市が保有する図面等を借用することができます。 

   借用を希望する場合は、図面等借用希望書（様式第７号）をメールで提出してく

ださい。 

 ③ 提出書類の取扱い・著作権等 

 （ア）提出書類の著作権は民間事業者に帰属します。 

 （イ）提出書類は、原則返却しません。 

 （ウ）提出書類については、資格審査及び提案審査以外で使用しません。 

    また、第三者に情報を漏らしません。 

 （エ）提案に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法に基づい

て保護される第三者の権利となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管

理方法等を使用した結果生じた責任は、民間事業者が負うものとします。 

   （オ）協定に基づく詳細協議の結果、本市と民間事業者で契約締結が完了した場

合、提出書類の著作権は本市に帰属するものとします。 

 ④ 法令等の順守 

    事業実施時における法令適合のリスクは提案者に帰属するものとします。 

民間事業者は、事前に自らの責任において関係法令等を必ず確認してください。 

 

⑺ 無効事由 

  次のいずれかに該当する場合、提案は無効とします。 

 ① 事前面談を実施しなかった場合（事業提案のみ） 

 ② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

 ③ 民間事業者が参加要件及び資格要件を満たさない場合 

 ④ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

 ⑤ その他、本市が定める手続きを遵守しない場合 

 

７ 参加要件等 

提案に参加する民間事業者は、提案内容を実行できる意思と能力（ノウハウ、資金

等）を有する法人（営利法人、非営利法人等）又は個人事業主とします。 

  提案者の構成は、単独又はグループ（複数の事業者の共同体）どちらも可とします

が、グループで応募する場合は、提案書類の提出時に構成事業者の中から１者を代表

者として選出し、構成事業者それぞれの役割分担を明示するとともに、代表者が諸手

続を行ってください。 

また、提案者は、本市及び指定管理者等との協議、調整が可能な能力を有し、事業

化に向けた諸条件の変更等について柔軟な対応ができる者であることとします。 

 

なお、次の要件のいずれかに該当する者は、提案者及び提案者の構成事業者にな

ることができません。 

 ① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当する者 

② 明石市契約規則第３条の規定に該当する者 

 ③  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをして

いる者（※） 
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 ④  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員等のほか、 暴力

団員等と社会的に非難される関係を有している者  

 ⑤ 明石市の指名停止措置を受けている者 

 ⑥ 募集要項の公表日において納期限が到来している明石市税を滞納している者 

⑦ 国税（法人税（個人にあっては所得税）並びに消費税及び地方消費税）を滞納

している者 

 ⑧  政治活動又は宗教活動を主たる目的としている者 

 

 ※ 更生手続開始の決定又は再生計画認可の決定が提案書類の受付日以前になされて

いる場合は、この限りではありません。 

 

８ 提案内容等 

⑴ 提案内容 

【事業提案】 

提案内容は、市民サービスの向上や地域経済の活性化、本市の財政負担の軽減、本

市が策定する各種計画の推進など、本市の自治体経営に資するものとし、提案内容

は、次の全てに該当するものとします。 

① 本市が保有・管理する公共施設及び未利用市有地並びに本市が実施する事業等に

関する提案 

② 公共施設及び未利用市有地並びに本市が実施する事業等が抱える課題の発掘・明

確化、事業化への障壁の解決、ビジネスモデルへの展開など、事業化に向けた一連

の流れにおいて、民間事業者が自らのアイデアやノウハウを活用し、自らが確実に

実施できる提案 

③ 原則として、本市に新たな財政負担が生じない提案 

ただし、本市の自治体経営に多大な貢献をする提案内容で、事業を実施した結

果、本市に大きな財政効果が見込まれる事業内容で市が予算措置すべきと判断する

場合は、この限りではありません。 

【想定する財政効果が見込まれる提案例】 

・公共施設の省エネ事業 

・公共施設や未利用市有地の有効活用 等 

 

【ネーミングライツ】 

ネーミングライツとは、民間事業者からの提案によって、公共施設等に愛称を付

けることができる権利です。 

① 愛称の条件 

次に掲げる条件を満たす愛称を提案できるものとします。なお、利用者の混乱

を避けるため、ネーミングライツ使用期間における愛称の変更は、原則としてで

きません。 

（ア）企業名、商品（ブランド）名等を付けることができます。 

（イ）対象施設にふさわしく、市民に親しみやすいものとします。 
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（ウ）看板・表示サイン等において、商品名や団体名、企業ロゴ等を使用する場

合、提案者が権利を有する登録商標等であることが前提となります。 

※ 公序良俗に反したり、市民に不快の念又は危害を与えるおそれのある愛称

は使用できません。公共施設は市民の生活や福祉の向上を目的として設置さ

れた市民の財産であることを踏まえ、愛称を検討してください。 

 

  ② 契約期間 

    原則３年以上から提案できるものとします。 

③ 費用負担 

市と提案者の費用負担については、下表のとおりとします。     

区分 市 提案者 

ネーミングライツ料  ○ 

看板等表示の変更、新規看板等の設置 ※１  ○  

契約期間終了後又は契約解除時の原状回復 ※２  ○  

市・指定管理者が発行するパンフレット等の印刷物や 

市ホームページの表示変更 ※３ 
○  

      ※１ 敷地外、道路標識等の表示変更は、市や関係機関と協議のうえ、変更可能

な表示について、提案者が表示の変更手続を行うこととします。また、設置

の看板等により第三者に損害が生じた場合や施設に付けた愛称が第三者の商

標権等を侵害した場合の責任は、提案者が負うものとします。 

※２ 原状回復のための工事は、提案者による施工を基本とします。ただし、施

工範囲、実施時期及び内容（デザインや大きさ等）は、市と協議の上、決定

します。 

※３ 市・指定管理者が作成する施設パンフレット等の印刷物は、原則として愛

称を使用しますが、設置条例等の正式名称と併記する場合があります。ま

た、市・指定管理者が既に作成した印刷物等については、残部数や改訂時期

等を勘案し、協議の上、変更時期を決定します。 

④ 愛称の表示 

（ア）愛称の表示が可能な場所は、原則次のとおりです。 

・施設看板 

・施設内の案内板 

・橋桁 

・施設パンフレット 

・市ホームページ 

（イ）掲出位置や表示内容については、規格や設置時期等も含めた詳細は、詳

細協議において施設所管課（指定管理者制度を導入している施設につい

ては、施設所管課及び指定管理者）と協議を行った上、決定します。 

（ウ）広告物について市側で新たな構造計算は行いません。新たな構造計算を必

要とする広告物を設置する場合においては、安全管理や点検含め提案者側

で責任を負うものとします。 

（エ）愛称使用の開始日において、表示変更が完了していない場合においても

契約用期間及びネーミングライツ料の変更はありません。 
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（オ）表示サインや看板等は、大きさやデザイン等について、明石市屋外広告

物条例及び同施行規則のほか、明石市都市景観条例等に沿って設置いた

だくため、表示内容や方法によっては一定の制約を設ける可能性があり

ます。 

（カ）緊急時・災害時によっては、愛称の表示及び使用ができない場合があり

ます。 

 

⑵ 対象外となる提案  

本制度は、民間事業者の自由な発想による創意工夫を活かした提案を求めるもので

あるため、次のいずれかに該当する提案は対象外となります。  

 ① 事業（施設）の廃止、未利用市有地の購入のみを目的とする提案 

 ② 現行の指定管理者制度や委託業務等について、現在の事業者に対して価格の優

位性をもって新たな事業者になろうとする提案 

 ③ 民間事業者が実施することが適当でない事業（公的機関が実施することが法令

等により義務付けられている事業等）を含む提案 

 

⑶ 収支見通し【事業提案のみ】 

  提案に当たっては、提案事業に関する将来にわたっての収支見通しを必ず示して

ください。 

 

⑷ 事業の実施時期と期間 

  事業の実施時期と期間は、提案内容を踏まえ、本市との協議を経て決定します。 

 

⑸ 留意事項 

 ① 提案に当たっては、他者が保有する特許権や著作権等を侵害するものではない

ことを保証したうえで提案してください。 

 ② 民間事業者から幅広く提案を募るため、参加にあたって民間事業者の地域要件

は定めませんが、提案者が市外の事業者である場合は、原則として、市内事業者

との連携や活用に関する可能性又は事業実施後の市内経済への効果（市内事業者

の収益につながる・市の税収増など）等に関する考え方を示すようにしてくださ

い。 

 ③ 提案書類の提出後、必要に応じ本市が追加書類の提出を求める場合がありま

す。 

 ④ 提案の受付期間終了後は、提出された書類の再提出又は差替えはできません。 

 

９ 審査及び交渉権者の選定 

⑴ 資格審査 

 ① 提案者が「７参加要件等」に定める要件等を満たしているか、審査を行いま

す。 

 ② 提案書類の記載内容が、「８提案内容等」に定める要件等を満たしているか、審

査を行います。 
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 ③ 上記①及び②の審査の結果、要件等を満たしている提案を有効な提案とみな

し、資格審査の結果及び提案審査の日程等を、文書又は電子メールで通知しま

す。 

 

⑵ 提案審査 

   資格審査において有効な提案と判断された提案の内容について、本市が設置す

る審査委員会が提出書類及び提案者によるプレゼンテーションにより、総合的に

審査します。 

  ただし、提案内容によってはプレゼンテーションを省略する場合があります。 

（ア）プレゼンテーションは８月下旬頃の開催を予定しています。 

（イ）発表時間は１案件につき 15分のプレゼンテーションの後、審査委員会より 10

分の質疑・応答を行います。 

（ウ）プレゼンテーションに参加できるのは、１事業者（グループ）あたり最大５

名までとします。 

（エ）プレゼンテーションにおいて、プロジェクターやスクリーン等の使用を希望

される場合、出席者側で各機器をご持参ください。 

① 提案審査の方法 

 【事業提案】 

 審査委員会は、有効な提案の中から、本市の自治体経営に貢献し、かつ、実現

性の高い提案を協議対象案件として選定します。 

   ただし、協議対象提案としての選定は、市との事業化に向けた詳細協議を行う

ことを決定するものであり、事業化を決定するものではありません。 

 

[提案審査にあたっての着眼点] 

項目  着眼点  

1 独創性  
独自の発想や工夫に基づく付加価値（知的財産）があり、特命随意契約が

可能な提案であるか。  

2 公益性  
市民サービスや行財政運営の効率性の向上、まちの新たな魅力の創造な

ど、公益性の向上に資する提案であるか。  

3 財政負担  

への配慮 

事業化後に発生する行政側の業務も含め、本市に原則新たな財政負担が生

じない提案であるか。  

4 実現性、  

継続性  

実現性が高い提案であるか。収支計画等に無理がなく、継続性の高い提案

であるか。  

5 その他  本市への収益還元や市内における経済循環への配慮は考えられているか。  

 

【ネーミングライツ】 

審査委員会が選定します。 

※プレゼンテーションによる審査は実施しません。 
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[提案審査にあたっての着眼点] 

項目  着眼点  

1 ネーミン

グライツ料  

金額が妥当であるか。同じ施設に対して２者以上から提案があった場合

は、原則として希望契約金額（年額）が高いものを優先します。 

2 愛称 
対象施設のイメージや設置目的と整合性があるか。市民が親しみやすく、

呼びやすいものか。 

 

 ② 提案審査の採決区分は、次のとおりとします。 

  【提案採用（条件付き採用含む）】 

協議対象提案として事業化に向けて協議を行うもの。  

  【提案不採用】  

 事業化に適さないと判断されたもの、現時点では実現が困難なもの、事業者と

して選定することが不適当と判断されたもの、本制度で事業者を選定することが

不適当と判断されたもの。 

③ 採用となった提案の提案者を、交渉権者として決定します。 

④ 審査委員会は非公開で、提案者・案件ごとに個別で行います。 

 

⑶ 提案審査結果の通知・公表 

① 提案審査の結果は、文書又は電子メールで通知します。 

② 審査結果は、本市ホームページ上で公表します。 

  その際、採用となった提案は、「提案名、提案者名、提案概要」を公表し、不採

用となった提案は公表しません。 

 

⑷ その他 

 審査結果に対する異議は原則申し立てることができません。 

 

10 事業化に向けた協議 

⑴ 協定の締結 

  交渉権者と本市は、提案内容の事業化に向けた詳細協議を行うに当たり、双方の義

務等を定める協定書を締結します。 

  協定書の内容は、「事業化に向けた詳細協議に関する協定書（案）」により確認して

ください。原則として、協定書の内容は変更しないこととします。 

  協定期間は、原則として協定締結日から翌年度末までとします。 

  ただし、交渉権者と本市が協議し、双方が合意した場合は、協定期間の延長ができ

るものとします。 

 

⑵ 詳細協議 

  協定の締結後、本市と交渉権者は、事業実施に向けた諸条件等、提案の事業化に向

けた詳細協議を行います。 
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  また、提案の事業化に関して必要がある場合は、交渉権者は、公共施設等の管理者

又は指定管理者等と協議を行い、事業化に向けた調整を行うこととします。 

 

⑶ 留意事項 

① 詳細協議に係る費用は交渉権者の負担とします。 

② 詳細協議の結果、双方が合意に至らなかった場合は、協定を解除します。 

  その場合、交渉権者が協議に要した費用やリスク等について、本市は責任を負い

ません。 

 ③ 本制度は解除条件付きの制度であり、交渉権者との詳細協議が成立した場合に

おいても、当該事業について市議会の議決又は承認がされない等の理由により、

提案事業の実施ができなくなった場合、提案の事業化はされません。 

 ④ ③において、当該事業が実施できなくなった事由が解決したときは、市と交渉

権者で再度協議を行った上、事業化を図ります。 

 ⑤ 事業概要や協議の経過等については、必要に応じ、市議会等へ報告する場合が

ありますが、交渉権者の独自のノウハウに関することなど交渉権者が知的財産と

認める情報については一切公表しません。 

 

11 契約締結 

⑴ 契約締結 

詳細協議により双方が合意した場合、交渉権者と本市は提案事業の実施に係る特命

随意契約を締結します。 

 

⑵ 契約の時期 

  交渉権者と本市は、概ね次に定める時期に、契約を締結します。 

 ① 市議会の議決が必要な場合 

   議決後、速やかに締結 

 ② 予算措置が必要な場合 

   予算措置後、速やかに締結 

 ③ ①②に該当しない場合 

   詳細協議による双方合意後、速やかに締結 

 

12 事務局（問合せ先）  

   〒673-8686 明石市中崎 1丁目 5-1 

明石市政策局ＳＤＧｓ共創室産官学共創課 担当：上野・井垣 

Tel ：078-918-5335 Fax：078-918-5101 

Mail：kyousou@city.akashi.lg.jp 


